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第5章 放送及び有線放送

第1節 概 況

1放 送

我 が国の放送は,NHKと 民 間放送 とに よって行われ てお り,放 送の種類

としては,中 波放送,短 波放送,超 短波放送(FM放 送)及 び テ レビジ ョソ

放送がある。

48年 度末現在,放 送事業者数はNHKの ほ か民 間放送が106社 あ り,こ れ

らの放送事業者が開設する放送局数は総 計6,290局 となってい る。放 送局数

の内訳は,中 波放送局474局,短 波放送局3局,超 短 波放 送局430局,テ レビ

ジ ョン放送局5,383局 で あ る。 また,民 間放送106社 の 内訳は ラジオ ・テ レビ

兼営社36社,テ レビ単 営社52社,ラ ジオ単 営社18社 であ る。

48年 度末現在におけるNHKの 受 信契約数は2,492万4,985件 で あ り,そ の

うちカラー契約は1,833万5,615件,総 契 約件数 の73.6%に 達 してい る。

国際放送は,NHKが ニ ュース,国 情紹介等 を短波帯の周波数に よって行

ってお り,21の 言 語で1日 延べ37時 間 の放送を実施 してい る。国際放 送には

地域別放送 とゼ ネラルサー ビスとがあ り,前 者は世界を18の 放送区域 に分け

て放送を行 ってお り,後 者は全世界に向けて放送 を行 ってい る。

我が国 の放送は,今 日目覚 ましい普及 を遂げ てい るが,辺 地にはい まだ テ

レビジ ョソ放送を視聴す ることがで きない,い わゆ る難視聴世 帯が残 ってお

り,ま た,最 近 では高 層建築物等に起因す るテ レビジ ョン放 送の受信障害が

増加 しつつあ る。
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2有 線 放 送

有線放送は,有 線ラジオ放送と有線テ レビジョン放送とに分けられる。有

線 ラジオ放送施設は,48年 度末現在7,531施 設である。このうち1,556施 設

は電話の普及の遅れている農山漁村において,有 線ラジオ放送業務に電話業

務を併せ行っている有線放送電話である。

有線テ レビジョン放送は,主 に辺地のテレビジョン放送の共同受信施設と

して普及 したが,最 近では高層建築物等によるテレビジョン放送受信障害の

解消手段 として広 く利用されている。

48年1月1日 から有線テレビジョン放送法が施行 さ れ,引 込端子数501以

上の大規模な有線テ レビジョン放送施設の設置については,郵 政大臣の許可

を要することとなったが,48年 度末現在における許可施設は149施 設(設 置

済み145施 設)で ある。

また,引 込端子数51以 上で500以 下の施設,及 び50以下の施設で自主放送

を行 うものは業務の開始の届出を要することとされているが,48年 度末現在

の届出施設は6,500施 設である。

第2節 放 送

1放 送網の形成

〈1)放 送局の置局

ア.中 波放送

NHKに ついては,第1放 送及び第2放 送の2系 統の放送の実施が可能 と

な るように している。第1放 送は報道,教 育,教 養,娯 楽の各分野の番組を

放送し,第2放 送は,教 育番組を中心 とした全国同一番組の放送を行 うこと

としている。民間放送については,主 要な地域においては複数の放送が,そ

の他の地域においては,1の 放送が可能となるようにしている。

周波数は,525kHzか ら1,605kHzま での周波数を使用 している。
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イ.短 波放送

NHKに 対 しては,国 際放送の実施が可能 とな るように し,民 間放送は,

1社 に対 し全 国放送 の実施が可能 とな るよ うに してい る。周波数は,3,6,

7,9,11,15,17,21及 び25MHz帯 の各周波数を使用 している。

ウ.超 短 波放 送

NHKに つ いては,全 国1系 統 の放送の実施が可能 とな るよう に し て い

る。

民間放送につ いては,東 京,名 古屋,大 阪及び福岡の4地 区 にお いて,超

短波放送の特質 を生か した放送の実施が可能 とな るように している。

周波数は80MHz帯 の周波数を使用 してい る。

エ.テ レビジ コン放送

NHKの 放 送については,総 合番組局 の放送及び教 育専 門局 の放送がそれ

ぞれ全 国的 に可能 とな るように してい る。

民間放送 については,48年10月,従 来,3の 放 送 を行 っていた宮城県 及び

広島県に,ま た,2の 放 送を行 っていた長野県,新 潟県及び静岡県に,そ れ

ぞれ周波数各1波 の追加割 当てを行 い.現 在では,次 の放送が可能 とな るよ

うに している。

(ア)京 浜広域圏,中 京広域 圏,京 阪神広域圏,北 海道,宮 城県,広 島県及

び福岡県においては4以 上 の放送。ただ し,京 浜,中 京及び京 阪神 の広

域圏内の各県(東 京都,愛 知県及び大阪府を除 く。)に おいては,そ の

ほかに県 の区域 ごとに1の 放送

(イ)新 潟県,長 野県 及び静岡県においては3の 放送

㊥ 上記(ア)及び(イ)以外の地域 にお いては,県 の区域 ごとに2の 放送(鳥 取

県及び島根県においては,こ れ らを併せ た地域で3の 放送)

周波数は,VHF帯12ch(第1～ 第12ch),UHF帯50ch(第13～ 第62ch)

の 合計62chを 使 用す ることとしている。

(2)放 送 局の設置状況

48年 度末現在におけ る放 送局の設置状況は第2-5-1表 の とお りであ る。
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第2-5-1表 放送局の設置状況

(48年度 末現在)

区 別

中 波 放 送

短 波 放 送

超 短 波 放 送

テ レ ビ ジ ョ ン 放 送

NHK 民 間 放 送

区 別

第1放 送

第2放 送

計

国 内放 送

国 際放 送

十
二
;
口

総合番組局

教育専門局

十
昌
=
口

合 計

局 数 社 数 局 数

局数合計

173

141 49 160

314

474

1 2

1 3

1 1 2

424 4 6 430

1,897

1,873 881,6135,383

3,770

4,509 一1
,7816,290

(注)局 数は中継局数を含む。

また,テ レビジ ョン放 送局数 の推移は第2-5-2表 の とお りで ある。



第2-5-2表

第5章 放送及び有線放送 一279一

テ レビジョン放送局数の推移
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(注)局 数は中継局数を含む。
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2放 送 時 間

論

(1)NHK

48年度における中波放送,超 短波放送及びテレビジョン放送の放送事項別

放送時間は,第2-5-3表,第2-5-4表 及び第2-5-5表 のとおり

である。

事項別の放送時間の比率を前年度と比較すると,中 波第1放 送,中 波第2

放送,超 短波放送及びテレビジョン放送とも特に大きな変化はみ られない。

中波第2放 送において,教 育番組の比率が79.5%か ら82.7%へ と増加 したの

が 目につ く程度である。

なお,テ レビジョン放送の放送時間については,電 力節減のための臨時措

置 として49年1月16日 から総合,教 育ともそれぞれ1日 約2時 間放送時間を

短縮したことによって,1週 間平均放送時間が前年度に比 し減少している。

(2)民 間 放 送

48年 度における中波放送,超 短波放送及びテ レビジョン放送の放送事項別

放送時間は,第2-5-6表,第2-5-7表 及び第2-5-8表 のとおり

である。

前年同期と比較 した結果は,次 のとおりである。

ア.各 種別 ごとの放送の1日 当たり放送時間は,前 年同期とほとんど変化

はないが,石 油供給削減に伴う緊急措置の一環 として48年11月20日 に郵

政大臣が午前零時以降の深夜におけるテ レビジョン放送の自粛を要請 し

たことに伴い,午 前零時以降の放送の休止又は短縮が行われ,テ レビジ

ョン放送の総放送時間は若干短縮された。

イ.教 育番組及び教養番組 の時間比率は,ラ ジオ放送25.6%(前 年同期

24.0%),テ レビジョン放送38.0%(前 年同期36.7%)で あって,前 年

同期とほとんど変化はない。

ウ.広 告主の産業種別別比率は前年同期とほとんど変化がな く,ラ ジオ放

送及びテレビジョン放送とも製造業が最高位を占めている。
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工,各 種別 ごとの放 送の放送番組 の うち,商 業番組 の占める比率は,前 年

同期 とほ とん ど変化 はない。

第2-5-3表NHKの 中波放送番組の放送事項別放送時間及び比率

区別放送事項
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育
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第

-

放

送

育

養
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計
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教

報

第

2

放

送

47年 度

1週間平均
放送時間

時 間 分
5953

400

4000

3015

13408

10255

1940

655

12930

放送時間比 率

%
44.6

3.0

29.8

22.6

100.0

79.5

15.2

5.3

100.0

1日 当 た り

平均放送時間

19時 間10分

18時 間30分

48年 度

1週 間平均1放送時間1日 当 た り
放送時間 比 率 平均放送時間

時 間 分

5820

348

4211

2926

13345

lO702

1533

655

12930

%

43.6

2.8

3且.6

22.O

lOO.0

82.7

12.0

5.3

100.0

【9時間06分

18時 間30分

「放送番組統計」(NHK)に よる。

第2-5-4表NHKの 超短波放送番組の放送事項別放送時間及び比率

放送事項

道

育

養

楽

計

報

教

教

娯

47年 度

1週間平均 放送時間
放送時間 比 率

時 間 分
1541

959

6159

3821

i2600

%
12.5

7.9

49.2

30.4

100,0

1日 当 た り

平均放送時間

18時 間00分

48年 度

1週 間平均

放送時間

時 間 分

1826

951

6113

37正8

12648

放送時間
比 率

%
14.5

7.8

48.3

29.4

100.0

1日 当 た り

平均放送時間

18時 間07分

「放送番組統計」(NHK)に よる。
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第2-5-5表NHKの テ レビジ ョン放送番組の放送事項別放送時間及び比率

区

別
放送事項

道

育

養

楽

計

報

教

教

娯

総

合

番

組

局

育

養

道

計

教

教

報

教
育
専
門
局

47年 度 48年

1週間平均
放送時間

時 間 分

4600

1308

4342

2358

12648

10446

2104

010

12600

放送時間
比 率

%
36.3

10.3

34.5

18.9

100.0
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16.7

0.1

100.0

1日 当 た り1週 間平均

平均放送時間 放送時間

18時 間07分

(鞭
18時間oo分

鰭)

時 間 分
4429

1231

4245

2501

12446

10212

2047

008

12307

放送時間
比 率

%

35。7

10.0

34。3

20.0

100.O

83.0

16.9

0.l

lOO.O

度

1日 当 た り

平均放送時間

17時 間49分

(響
17時 間35分

(鞭
「放送番組統計」(NHK)に よる。

第2-5-6表 民間放送ラジオ放送番組の放送事項別放送時間比率

放 送 事 項

報

教

教

娯

音

ス

広

ポ ー

道

育

養

楽

楽

ツ

告

そ の 他

48年 第1期(1月 ～3月)

商羅 副 自主翻 睡 送翻
%%%

14.O

5,9

18,1

10.3

48.4

1.9

1.1

0.3

10.9

4.O

19.7

8。8

55.4

0.5

0.1

0.6

(5.4)
13.2
(9.2)
5.5
(31.2)
18,5
(53.8)
9.9
50.2

1.5
(o.2)
0.9
(o.2)
0.3

49年 第1期(1月 ～3月)

商業番組

14.1

6.3

19.6

12.6

44.6

1.4

1.2

0.2

%

自播 副全放送翻

%%
Il.6

4.4

20,5

14.7

47。7

0.5

0.2

0.4

(4.8)
13.5
(lo.9)
5.8
(32.1)
19.8
(51.8)
13.1
45,4

1.2
(0.1)
o.9
(o,4)
0.3

十
昌
=
ロ

100・01100・o(1?869乙 【100・o 1。。・・1(1?1δl!

薯蓋あ覧劃(脇1(41ら111(11861!1(城i(4;らlll(ll869!

「番組統計」(日 本民間放送連盟)に よる。

(注)1.

2.

中波放送,短 波放送及び超短波放送の合計53社 の平均である。

「商業番組」とは,放 送番組のうち広告主に売 られている番組をいい,

「自主番組」とは,そ の他の番組をい う。

3.「 全放送番組」の欄及び 「商業 ・自主番組の比率」の欄における()内

は,超 短波放送の4社 平均の再掲である。
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第2-5-7表 民間放送テレビジョン放送番組の放送事項別放送時間比率

放送事項

道

育

養

楽

ッ

告

他

[

の

ポ

報

教

教

娯

ス

広

そ

48年 第1期(1月 ～3月)

商業番細 自主番副全放送翻
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)

0

1

FD

1

0

7

8

9

3

0

0

1

2

4

14.3

13.3

23.9

42.2

2.2

0.9

3.2

Il.2

8.7

28.0

48.0

3.0

0.5

0.6

49年 第1期(1月 ～3月)

商業翻1自 主翻i全 放送翻

%%%
11陰1

11.7

26.1

47.9

2、6

0.5

0.1

13.4

16.8

21.6

41.6

2.O

O.7

3.9

11,4

12.3

25.6

47.1

2.6

0,5

0.5

計 lOO.O 1・…lI… 。 100.OlOO.OlOO.O

薯翻 劃 ・・1 15.9100.0 87.4 12・611。 …

「番組統計」(日 本民間放送連盟)に よる。

(注)1.48年 については,テ レビジョン放送の86社 の平均であり,ま た49年 に

ついては同87社 の平均である。

2.「 商業番組」とは,放 送番組のうち広告主に売られている番組をいい,

「自主番組」とは,そ の他の番組をい う。

第2-5-8表 広告主の産業種別別放送時間比率

分 類

48年 第1期

(1月 ～3月)

・ジ劉 ・・ビ

49年 第1期

(1月 ～3月)

・ジ劉 ・・ビ

農 林 ・漁 業 。・・%1 …%1…%。 ・・%

鉱業及び建設剰 …1 …ll・ ・ 2.7

製 造 剰 51・・163・ ・1…162・ ・

調 味 料

飲 料 品

そ の他 の食 料品

印 刷 出 版

繊維紡績その他製品

医 薬 品

石 け ん ・化 粧 品

肥料その他の化学製品

レ コ ー ド

1.3

4.7

4.1

3.7

1.5

2.2

2.4

0.9

6.6

3,4

7,0

10.5

0.8

2。2

6.8

12.4

1.1

0.2

6

4

8

3

0

3

4

8

0

1

4

3

4

3

2

2

0

6

3.3

6.8

10.7

0.6

2.6

6.5

11.6

1.2

0.1
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昌=口

分 類

機 械 ・器 具

そ の 他 の 製 造 品

48年 第1期

(1月 ～3月)

ラ ジ オ テ レ ビ

17。5

6.1

12.6

6.5

49年 第1期

(1月 ～3月)

・ジオ レ ・ビ

16.3

7.1

12.3

7.1

商 業 26・ ・117・ ・ 24・gレ7・ ・

百 貨 店

そ の 他 の 商 業

1

3

2

42

1.8

15.5

2.7

22.2

2.I

I5,5

金融及び保険剰 2.9 1.・1…1…

金 融 ・証 券

保 険

2,6

0.3

1.0

0.9

2.3

0.2

0

0

激 藩 藁の他1 …1…1…1・ ・1

輸

業

他

事

の

益

運

公

そ

2.1

1.3

0.3

1.l

o.9

0.2

2.2

1.4

0,2

1.0

0.8

0.3

サ ー ビ ス 業 12.・1…ll3・ ・1・ ・9

映画劇場及び興行

教 育

非 営 利 団 体

案 内 代 理 業

旅 館

そ の 他

1.7

L4

2.4

2.1

【.0

4.0

0.8

0.3

0.7

Q.9

L8

2.8

L2

2.3

2。3

2.0

1.4

4.3

8

2

7

9

6

7

0

0

0

0

1

2

公 務 1.4 L・il・ ・i・ ・3

その他の産剰 ・・6i… ・・71…

十言
ロ

1。… レ ・。・・ 1… 。lI・ …

「番組統計」(日 本民間放送連盟)に よる。

(注)48年 については,中 波放送,短 波放送及び超短波放送の合計53社 並びにテ

レビジョン放送の86社 の平均であり,ま た,49年 については,同53社 及び同

87社 の平均である。
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3民 間放送のテ レビジ ョン放送を行 う教育専門局の廃止

郵政省は,48年11月1日 の放送局の再免許に際 し,テ レビジョン放送用周

波数割当計画の一部を修正 し,従 来,京 浜広域圏における教育専門局用とし

て割 り当てていた周波数2波 の割当てを廃止 し,こ れらの周波数を同地域の

民間放送の総合番組局用として割 り当てた。これは,民 間放送に対 し教育専

門局としての役割を果たさせることは事業運営上極めて困難であることが経

験的に明らかになったこと,及 びNHKの 教育放送の普及状況等を勘案 して

行ったものである。

上記周波数割当計画の修正に伴い,従 来,京 浜広域圏を放送の対象として

開設 していた民間放送の二つの教育専門局は,48年10月31日,当 該放送局の

免許の有効期間の満了をもって廃局されるとともに,同 地域に新たに割 り当

てられた総合番組局用の周波数2波 に つ い ては,(株)日 本教育テ レビ及び

(株)東京十ニチャンネルの2社 のテレビジョン放送局に対して,そ れぞれ48

年11月1日 付けをもって免許が与えられた。

4放 送局の免許及び再免許等

(1)民 間放送の放送局の免許

郵政省は,48年11月1日 の放送局の再免許に際 して,テ レビジョン放送に

関し,前 述のとおり京浜広域圏において,民 間放送の教育専門局用の周波数

の割当てを廃止し,新 たに総合番組局用の周波数を割 り当てたことに伴い,

同11月1日 付けをもって(株)日 本教育テレビ及び(株)東 京十ニチャンネル

に,総 合番組局であるテレビジョン放送局(VHF)の 免許を与えた。なお,

免許に際 し,教 育番組20%以 上,教 養番組30%以 上を確保することとの条件

を付するとともに,放 送番組の質的向上を図ること,テ レビジョン放送局の

中継局の建設を積極的に推進すること 等を要望 した。

また,郵 政省は49年2月23日,和 歌山県を放送の対象地域とする(株)テ レ

ビ和歌山に対 し,テ レビジョン放送局(UHF)の 免許を与えた。なお,免
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許 に際 して,教 育番組10%以 上,教 養番組20%以 上 を確保す るこ ととの条件

を付 した。

(2)放 送 局の再免許

放送局の免許には,免 許の有効期 間が定 め られてお り,48年10月31日,い

っせいにその期間が満了 したが,こ の うち再 免許 申請 のあ った5,894局 に対

し,郵 政 省は48年11月1日 付 けを もって再 免許を与 えた。再 免許を与えた局

の内訳 は,第2-5-9表 の とお りである。

第2-5-9表 放送局の再免許局数

区 jI号

送

送

送

送

放

撤

放

放

波

。ジ

波

波

短

ビレ

中

短

超

テ

計

局 数

NHK

局

315

1

415

3,528

4,259

民 間 放 送 十畳肖

社
8

1

4

5

4

8

局

157

2

5

1,471

局

472

3

420

4,999

1,635 5,894

再免許を与えるに当たって,郵 政省は,NHKの 総合テレビジョン放送局

及び民間放送のテレビジョン放送局に対 しては教育番組10%以 上,教 養番組

20%以 上を確保すること,NHKの 教育テレビジョン放送局には教育番組75

%以 上,教 養番組15%以 上を確保す ること,NHKの 超短波放送局に対して

はステレオ番組を50%以 上とす ること,民 間放送の超短波放送局に対しては

ステ レオ番組を70%以 上 とすること との条件を付 した。

また,民 間放送に対 して,放 送番組の質的向上を図ること,テ レビジョン

放送局の中継局の建設を積極的に推進すること 等を要望 した。

5放 送の受信状況

NHKが48年11月 に 行 った全 国聴視率調査に よ れ ば,テ レビジ ョン放送
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(NHK及 び 民間放送)に 対す る国民の接触率(テ レビジ ョン放送 を少 しで

も見た人の割合)は,平 日95%で ほ とん どの国民が何 らかの形 でテ レビジ ョ

ン放送を見てい ることを示 してい る。 また,視 聴時間は1日 平均3時 間26分

に及 んでい る。一方,ラ ジオ放送に対す る国民 の接触率は平 日30%で あ り,

テ レビジョン放送に比較 して国民 の接触率は低 く,聴 取時間 も少ないが,ラ

ジオ放送は聴取者態様の変化 に対応す ることによって,安 定 した聴取状況を

保 ってい る(第2-5-10表 及 び第2-5-11表 参 照)。

NHKの 受 信契約数は第2-5-12表 の とお り逐年増加 し,48年 度 末現在

普通契約658万9,370件,カ ラー契約1,833万5,615件,合 計2,492万4,985件 と

な っている。なお,47年3月 を境に カラー契 約数が普通契約数を上 回 り,以

後毎月カラー契約数は増加 し,普 通契約数は減少の傾 向をた どってい る。

第2-5-10表 テ レビ・ラジオ接触率の変化

(全国,7歳 以上の国民)

調 査 年 月 46.6 46.11 47,6 47.10 48.6 48.11

テ

レ
ビ

ラ

ジ

オ

平 日 95% 96%194% 95% 95% 95%

日 曜lg6 95 93 94 93 94

平 ・1・2 29 30 30 31 30

日 曜25 21 22 21 23 21

「全国聴視率調査」(NHK)に よる。

第2-5-11表 テ レビ ・ラジオ聴視時間量

(全国,7歳 以上の国民)

区 別 午 司 午 後隊 間1 日

テ

レ
ビ

ラ

ジ

オ

平 日

日 曜

平 日

日 曜

時間 分
47

49

47

52

時間 分
39

115

44

42

時間 分
200

213

27

28

時間 分
326

417

158

202

「全 国 聴 視 率調 査 」(NHK,48年11月)に よる。
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第2-5-12表NHKの 受信契約数の推移

認
43

44

45

46

47

48

普 通 契 約

契 約 数 普及率

19,531,836

18,091,748

15,i55,931

11,725,975

8,802,517

6,589,370

%
81.1

75.1

63。0

42.1

31.4

23.4

カ ラ ー 契 約

契 約 数 普及率

1,688,897

3,995,800

7,662,636

11,794,279

15,630,946

18,335,615

%
7.0

16.6

31.8

42.3

55.6

65.3

十
二
凹百

契 約 数 普及率

2i,220,733

22,087,548

22,818,567

23,520,254

24,433,463

24,924,985

%
88.1

91.7

94.8

84.4

87.0

88.7

(注)L普 通 契 約……テレビジョン放送のカラー受信を除 く放送受信契約

カラー契約……テレビジョン放送のカラー受信を含む放送受信契約

2.46年 度において普及率が大幅に低下したのは,普 及率の算定に当た り,

45年 度以前は40年 の国勢調査による世帯数を,46年 度以降は45年 の国勢

調査による世帯数を用いたためである。

6『 レビジ ・ン放送 の難 視聴解 消

(1)難 視聴の現状

アー辺地におけるテレビジョン放送の難視聴

現在,全 国的にはほとんどの地域で放送を受信できるようになっている。

それだけに,一 部の地域における放送を受信できない世帯の存在が目立って

きた。特にテレビジョン放送の難視聴については,テ レビジョン放送が国民

の日常生活に不可欠なものとなった今日,大 きな問題 となっている。48年度

末現在,NHKに ついては難視聴世帯数は全国で約102万 世帯,民 間放送に

ついては約240万 世帯 と推定されている。

イ.都 市におけるテレビジョン放送の受信障害

近年,高 層建築物,高 架鉄道,高 架道路,送 電線等によりテレビジョン放

送電波がさえぎられた り,反 射した りするために,テ レビジョン放送が見え

に くくなる現象が増加 している。
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高 層建 築物等に よって電波の直接 波がさえぎられ ること,あ るいは高層建

物等に よる電波 の反射波が生ず ることが原因 とな って,画 面 にス ノー ・ノイ

ズと呼ばれ る細 かいは ん点が現れた り,ゴ ース トと呼ぼれ る多重像が現れた

りす る。

第2-5-13図 高層建築物等による受信障害概念図

反射障害蓄

高架道路等による障害地域

都市内では,高 層建築物や高架道路等が多く,こ れらの原因が複合して全

体的にテレビジョン放送の映 りの悪いところが増えている。高層建築等によ

ってテレビジョン放送の映 りが悪 くな る現象を通常は都市難視 といってい

る。

48年度末現在高層建物等によって生 じているテ レビジ司ン放送の受信障害

世帯数は全国で約40万 世帯と推定されている。

(2)難 視聴の解消

辺地の難視聴の解消については,中 継局及び共同受信施設の設置により措

置 している。

NHK及 び民間放送の辺地難視聴解消の年度別措置状況は第2-5-15表

及び第2-5-16表 のとおりである。
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第2-5-14図 辺地共同受信施設概念図

受信アンテナ

第2-5-15表NHKの 年度別辺地難視聴解消措置状況

年 度 中 継 局 設 置 地 区数 共 同受信施設設置数

4
.

rD

6

H!

8

4

4

4

4

∠
τ

186

240

220

220

222

663

805

1,000

1,004

1,010

第2-5-16表 民間放送の年度別中継局設置状況

年 度

中継局建設局数

43

140

44

195

45

191

46

171

47

144

48

191

難視聴の解消は,世 帯のまとまりの大 きい地域から順次行わ れ て い る。

NHKの 場合,数 百世帯のまとまりのものはほとんど中継局の設置又は共同

受信施設の設置により措置されてお り,高 層建築物等による難視聴の解消に

ついては,原 因者責任の建前で,原 因者(ビ ルの建築主,所 有者等)が 経費

を負担 して共同受信施設を建設 した り,個 別のアンテナの改善を行 う等の措

置を講 じるのが通例となっている。

しかしなが ら,今 後辺地の難視聴の解消は,小 数世帯を対象 とするヶ一ス
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が多くなることもあって,財 政的技術的に種 々の困難な問題があると予想さ

れる。また高層建築物等による難視聴の解消についても,今 後高層建築物等

の増加に伴 う難視聴の態様の複雑化により,そ の解決が困難になると予想さ

れる。

一方,最 近,地 方公共団体のなかには,中 高層建築物の建築に関する指導

要綱又は環境保全に関する条例を定め,そ のなかで中高層建築物による難視

聴について建築主に対 し相応の対応策を講ずべきことを求めているところが

年々多 くなっている状況である。

これらの事情にかんがみ,郵 政省においては,48年 度に学識経験者等から

なるテレビジョン放送難視聴対策調査会を設置 し,同 調査会において,こ れ

らの難視聴の実態,難 視聴解消の技術的方策,難 視聴解消の費用負担に関す

る問題点,難 視聴解消に関する法制上の問題点を調査 し,49年 度末を目途に

抜本的な解決策を求めているところである。

同調査会は,ま ず高層建築物等による難視聴の解消について調査検討を行

うこととし,48年 度末までに9回 会議を開催 し,難 視聴の実態,今 後の都市

の高層化の動向,難 視聴解消の技術的方策等について調査検討を重ねたが,

49年度においては,引 き続 き高層建物等による難視聴の解消方策について更

に検討を進めてい くとともに,辺 地の難視聴解消対策について調査検討を行

うこととしている。

(3)電 波障害の防止

近年,電 波の利用範囲は著しく拡大 しているが,社 会の発展に伴い,電 波

の円滑な利用を妨げる要因も増加 している。例えば,家 庭用電気器具,自 動

車,高 周波利用設備の普及に伴い,こ れ らの機器等から発生する不要な電波

によって放送その他の無線通信に電波障害を生ず る例が多い。また,市 民ラ

ジオやアマチュア無線局の増加に伴い,近 隣のテレビジョン放送の受信等に

対する電波障害も多発 している。更に,最 近高層建築物等の増加により,特

に大都市を中心にして,ビ ル陰障害や反射障害が急増 している。

このような事情に か ん が み,放 送及び無線通信に対する受信障害を防止
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し,電 波の円滑な利用を図ることを 目的として,電 波障害防止中央協議会及

び地方電波障害防止協議会が設置され,電 波障害の防止に関する思想の啓も

う,防 止措置の指導,調 査等を行っている。48年 度において同協議会が取 り

扱った電波障害の原因別処理件数は,第2-5-17表 のとおりである。

第2-5-17表 電波障害原因別処理件数

(48年 度)

燈

機

類

等

線

等

信

[

め

光

受

ル

電

車

タ

エ

∴

演

配
動

周

け

テ

モ

高

送

自

原 因 別1魍 件数 比 率 原 因 別 睡 件剃 比 率

%%
376

2,38L

1,258

679

1,880

742

1『1

7.0

3.7

2.0

5.5

2.2

電 気 こ た つ 等

ネ オ ソ サ イ ソ

アマチュア無 線 等

建 造 物 等

原 因 不 明 そ の 他

1,310

320

5,483

8,089

11,458

3,9

1.O

l6.1

23.8

33,7

合 言十33,976100.0

7放 送大学(仮 称)の 設置構想

放送媒体を主な教育手段として国民各層に広 く高等教育を開放 しようとす

る新 しい形態の大学として,放 送大学(仮 称)の 構想がある。これは,こ れ

まで時間的,地 理的,更 には年齢的制約があるため,高 等教育を受ける機会

に恵まれなかった勤労青年や社会人に対 して,放 送その他の媒体を総合的に

活用 した新 しい方法,形 態の高等教育を提供 しようとするものである。

文部省に設置された放送大学(仮 称)設 置に関する調査研究会議は,48年

3月 に放送大学(仮 称)の 基本構想の中間まとめを発表 したが,そ の後1年

間の調査研究の結果,49年3月,「 放送大学(仮 称)の 基本構想」を発表 し

た。この構想で述べられている事項のうち,放 送利用に関する事項の概要に

ついては次のとお りである。

① この大学は特殊法人とすること

② 大学が放送局の免許を受け,番 組の制作及び放送のための人員,施 設
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を持つこと

③ 放送番組を制作する組織は,学 長の統轄の下に置 くこと

④ 放送番組審議機関を置くこと

⑤ 大学の教育内容は,電 波により直接一般国民にも視聴されるので,政

治的に公平であることが要請 され,こ れを学内の組織において確認でき「

るような工夫をする必要があること

なお,今 後はこの基本構想を基として,更 に新大学の創設に必要な事項に

ついて準備調査が行われることとなる。

8国 際 放 送

NHKに おいて行っている国際放送には,郵 政大臣の命令による国際放送

とNHKの 業務としての国際放送とがあ り,NHKは これらを一体として行

っている。また,国 際放送には地域別放送(特 定の地域向け)及 びゼネラル

サービス(一 般向け)が ある。国際放送の年度別実施状況は第2-5-18表

のとお りである。

放送番組は,ニ ュースが63%で その大半を占め,次 いで国情紹介31%と な

第2-5-18表 国際放送実施状況の推移

＼ 一 区 別
＼ 、

年度

6

7

8

9

0

1

2

3

4

5

6

7

2

2

2

2

3

3

3

3

3

3

3

3

放送区域

5

5

0

2

3

3

5

5

6

7

8

8

延べ放送時間

時間
5

5

Q

2

3

3

5

5

5

9

2

4

1

1

1

1

1

1

2

2

3

3

＼ 、 区別

年度 ＼ 一

放送区域

8

9

0

亘

2

3

4

5

6

7

8

3

3

4

4

4

4

4

4

4

4

4

8

8

8

8

8

8

8

8

8

8

8

延べ放送時間

36

36

36

36

36.5

36.5

36.5

37

37

37

37

時間
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ってい る。使 用周波数帯は6MHz～21MHzで あ る。

48年 度 における国際放送 の実施状況は,概 要次 のとお りである。

(1)放 送 区域(18)

欧 州,欧 州(ロ シア),北 米 東部,北 米西部,中 米,ア フ リカ,中 東 ・北

アフ リカ,南 米,ハ ワイ,ア ジア大陸(北 部),ア ジ ア大陸(中 部),ア ジァ

大陸(南 部),大 洋 州,東 南 アジア,南 西 アジア,フ ィリピソ ・イ ン ドネシ

ア,東 アジア,朝 鮮

このほか全世界向け のゼネラルサ ー ビスがあ る。

(2)放 送 時間1日 延べ37時 間

地域別放送(放 送区域18)延 べ23時 間30分,ゼ ネラルサ ー ビス13時 間30分

で ある。

(3)使 用 語(48年 度 末現在21)

英 語,ド イ ツ語,フ ラ ンス語,ス ウェーデ ン語,イ タ リア語,ス ペ イン

語,ポ ル トガル語,ロ シア語,中 国語,イ ソ ドネ シア語,マ レー語,タ イ

語,ビ ルマ語,ヴ ィエ トナム語,ヒ ンデ ィ語,ウ ル ドウ語,ベ ソガル語,ア

ラビア語,ス ワヒ リ語,朝 鮮語,日 本語

9事 業経営状況

(1)NHK

ア.事 業収支状況

48年 度 の収支決 算は第2-5-19表 の とお りで ある。 これに よる と,48年

度 の経常 事業 収入 は1,187億 円 であ り,前 年度に比べ87億 円の増加 とな って

い る。 この うち,そ の大宗 をなす受信料収入 は1,160億 円,前 年度比80億 円

増であ り,普 通受信料 収入 は265億 円,カ ラー受信料収入は895億 円 とな って

い る。

なお,受 信料の推 移は第2-5-20表 の とお りであ る。

一方
,経 常事業支出は1,197億 円 であ り,前 年度 に比べ91億 円の増加 とな

ってい る。 この内訳は,給 与417億 円,国 内放送費301億 円,国 際放 送費8億



(事業収支)

第2-5-19表 NHKの48年 度 収 支 決 算

(資本収支) (単位:千 円)

区 別

経 常 事 業 収 入

料
入
入
収
信
金
収
付
受
交
雑

48年 度

118,723,359

116,009,878

203,755
2,509,726

47年 度

109,978,868

107,928,082

231,069

1,8皇9,717

増 △ 減

8,744,491

8,081,796

△27,314

690,009

経 常 事 業 支 出 119,679,152111・,・44,・ ・9 9,134,273

給 与
国内放送費
国際放送費
営 業 費
調査研究費
管 理 費
減価償却費
財 務 費

41,668

30,099

791

13314

1875

12562

16331

3034

554
943

366

822
002

910

923

632

36,901
29,964

763

11778

1574

11636

15469

2456

999
058

274

528

358

878

142

642

4,766
135

28

1,536

300

926

862

555

885
092

294

644

032

781

577,990

経常事業収支差金 △955
,793

△566
,011 △389,782

特 別 収 入 31,548,515i
特 別 支 出 12,724,・ ・31

事 業 収 入 150,271,874

事 業 支 出 13名 …3551

事 業 収 支 差 金 i7,868,519

区 別

本
入
資
収

48年 度

27,791,135

隣 業収支差鍍 入れ
減価償却引当金1

資 産 受 入 れ1

放 送 債 券 償 還

積立金 もどし入れ

放 送 債 剃
長 期 借 入 金 旨

5,464,426

16,331,923

4,984,786

1,010,000

0

0

箋酬 27,791,135

建 設 費

放 送 債 券 償 還

積 立 金 繰 入 れ

放 送債 券償 還 金

長期借入金返還金

16,627,i359可

886,000

1,240,000

9,038,000(甚

(注)放 送法施行規則の改正(昭 和48年1月17日)に より,48年 度決算から,事 業収支において 「特別収入(固 定資産売却益

等)」,「特別支出(固 定資産売却損)」 の項が新設された。

I
N8
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第2-5-20表 受信料(月 額)の 推移

年 月 レ ジオ(中灘 送)1・ ・ビジ・ン

円

備 考

大 正i5.8

昭 和7.4

10.4

20.4

21。4

21.9

22,9

23.7

26.4

28.2

29.4

34.4

37.4

43,4

円 銭

1

75

50

1

250

5

1750

35

50

67

85

契 約 乙50

廃 止

200

300

契約甲330

普 通 契 約315

カ ラ ー契 約465

ラ ジオ は,3か 月分 で200

円で あ る。

蕪 謙欝馨
うすべての放送の受信契約

である。

普通契約は,テ レビジョン

放送のカラー受信を除 く放

送受信契約,カ ラー契約は

テレビジョン放送のカラー

受信を含む放送受信契約で

ある。

円,営 業費133億 円,調 査研究費19億 円,管 理費126億 円,減 価償却費163億

円及び財務費30億 円である。

この結果,経 常事業収支においては10億 円の支出超過となったが,こ れに

固定資産の売却益等の特別収入315億 円,特 別支出127億 円を加減 した事業収

支全体においては,179億 円の収入超過 となっている。

また,経 常事業収支の推移は第2-5-21表 のとおりであり,こ れによる

と収支状況は年々悪化 しており,特 に47年 度からは支出超過となっている。

イ.資 産,負 債及び資本の状況

48年度末の資産総額は1,581億 円で,前 年度末に比べ100億 円の増加となっ

ている。このうち,固 定資産は1,248億 円であり,前 年度末に比べ47億 円の
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NHKの 経常事業収支(決 算額)の 推移

(単位:百 万円)
'＼
＼ 区 別　

年 度 ＼

9

0

1

2

3

4

5

6

7

8

3

4

4

4

4

4

4

4

4

4

経 常 事 業収 入

66,636

71,301

75,230

78,802

79,154

84,799

92,062

100,986

109,979

118,723

経 常 事 業 支 出

56,416

60,694

66,214

71,345

77,265

83,174

90,548

100,593

110,545

119,679

経常事業収支差金

10,220

10,607

9,016

7,457

1,889

1,625

1,514

393

△566

△956

減少 とな っている。これは主 として東京放送会館 の売却に よるものであ る。

このほか,流 動資産 は323億 円 で148億 円 の増,特 定資産及び繰延勘定は10億

円で,1億 円 減 となってい る。

負債総 額は612億 円,資 産総額 に対 し38.7%で,前 年度末に比べ79億 円の

減少 とな っている。この うち,放 送債券 は89億 円,長 期借入金 は323億 円 で

ある。

また,資 本 は969億 円 で あ り,前 年度末に比べ179億 円 の増加 となってい

る。 この内訳 は,資 本750億 円,積 立金40億 円 及び当期事業収支差 金179億 円

であ る。

なお,48年 度 の損益計算書及び貸借対照表は,第2-5-22表 の とお りで

あ る。
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第2-5-22表NHKの 貸借対照表等

(1)貸 借対照表(49年3月31日 現在)

科 目

(資 産 の 部)

流 動 資 産

現 金 預 金

受 信 料 未 収 金

未収受信料欠損引当金

有 価 証 券

貯 蔵 品

前 払 費 用

そ の 他 の 流 動 資 産

流 動 資 産 合 計

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

建物減価償却引当金

構 築 物

構築物減価償却引当金

機 械

機械減価償却引当金

器 具 什 器

器 具 什器減価償却
引 当 金

土 地

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

固 定 資 産 合 計

金 額

円

3,274,470,798

△1
,741,000,000

円

13,937,756,502

i,533,470,798

14,893,804,313

92,354,059

549,584,264

1,348,216,632

72,195,722,849

△20
,020,890,549

30,013,911,428

△13
,324,326,719

120,116,829,160

△80
,828,231,698

927,353,551

△517
,741,912

32,355,186,568

52,174,832,300

16,689,584,709

39,288,597,462

409,611,639

14,844,995,981

302,063,356

i,057,472,667

124,767,158,114



科 目

特 定 資 産

放送債券償還積立資産

繰 延 勘 定

長 期 前 払 費 用

放 送 債 券 発 行 差 金

繰 延 勘 定 合 計

資 産 合 計

(負 債 の 部)

流 動 負 債

未 払 金

受 信 料 前 受 金

そ の 他 の 流 動 負 債

流 動 負 債 合 計

固 定 負 債

放 送 債 券

長 期 借 入 金

退 職 手 当 引 当 金

固 定 負 債 合 計

負 債 合 計

(資 本 の 部)

本

立 金

資

積

当 期 事 業 収 支 差 金

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

第5章 放送及び有線放送 一299一

金 額

886,000,000

886,000,000

29,896,989

48,405,798

78,302,787

158,086,647,469

2,129,036,727

12,903,658,972

542,779,251

15,575,474,950

8,860,000,000

32,281,000,QOO

4,450,000,000

45,591,000,000

61,166.474,950

75,000,000,000

4,051,653,229

17,868,519,290

96,920,172,519

158,086,647,469
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(2)損 益 計 算 書(48年4月1日 ～49年3月31日)

科 目

経

常

事

業

収

支

特

別

収

支

入

料

入

入

出

与

費

費

費

費

費

費

費

金

収

収

支

送

送

究

却

薙

業

信

金

収

業

放

放

業

研

理

償

務

収

事

付

事

内

際

査

価

業事

常

受

交

雑

常

給

国

国

営

調

管

減

財

常

経

経

経

特 別 収 入

固 定 資 産 売 却 益

固 定 資 産 受 贈 益

過年 度 損益修 正益

特 別 支 出

固 定 資 産 売 却 損

固 定 資 産 除 却 損

過 年 度損益修正損

そ の他 の特別支 出

金

当

金

差

充

余

支

出

剰

収

支

支

業

収

事

本

業

期

資

事

当

金 額

円

ll6,009,878,261

203,755,230

2,509,725,648

41,668,554,177

30,099,942,774

791,366,617

13,314,821,528

1,875,001,928

12,562,910,081

16,331,923,057

3,034,631,639

円

118,723,359,139

1ig,679,15[,801

△955,792,662

31,548,514,881

31,493,904,947

8,901,257

45,708,677

600,923,699

107,168,480

16,110,750

12,000,000,000

12,724,202,929

17,868,519,290

5,464,426,021

12,404,093,269
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(2)民 間 放 送

民間放送 の収入は,主 として企業 の広告費に依 存 してい る。広告 費の国民

総生産に 占め る割合は,こ こ10年 ほ どはほぼ1%前 後であ る。 広告費 の う

ち,ラ ジオ,テ レビを媒体 とす る広告に投入 され る金額 の総広告 費に占める

割合は,テ レビジ ョン放送が開始 された28年 当時 においては10%弱 で あった

が,そ の後急速に増大 し,31年 で約20%,35年 に約30%と な り,そ の後増勢

は鈍化 し,37年 以 降は35～37%程 度 に安定 している。国民総生産 と,ラ ジオ

収入及びテ レビ収入 との関係は,第2-5-23図 及 び第2-5-24表 の とお

りである。

48年 度 の経営状況についてみる と,年 度前半については,営 業収入が活発

な広告需要に支 えられて大幅 に伸長 したが,年 度後半に至 って石油の需給関

係のひっ迫,一 部の消費物資の不足,テ レビジ ョン放送 の放送時間の短縮 な

どの影響 を受けて収入は伸び悩 んだ。 しか し,104社 中,48年 度 について赤

字を計上 した のは,46年 度 以降 に開局 したUHFテ レ ビジ ョン放送 事業者等

6社 であ り,業 績は順調 とい うことがいえ よう。48年 度 の収支状況の概要は

第2-5-25表 の とお りである。

図2352第
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国民総生産とラジオ ・テレビ収入の推移

100313233343536373839404142434445464748年 度
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第2-5-24表 国 民 総 生 産 と

年 度

国 民 総 生 産

金額(A) 指 数

ラ ジ オ 収 入

金額(B) 指 数

テ レ ビ 収 入

金額(C) 指 数

31 99,509 100 13111・ ・1 35i1・ ・

32 ll2,489 ll司 157112。 68194

33 117,85・111司 159 1211 118337

34 136,・8gい37 161 123【 264754

35 162,・7・ レ63 17・レ3・1 ・・6レ,16・

36 198,5281…1 17。113。 58gll,683
37 216,5951218{ 159 121i 69811・994

38 255,92112571 161レ231 8982,566

39 296,61gl2981 160 122i 1,・42巨977
40 328,125133。 14811・3 1,0833,094

41 384,495 386 ・7・レ3・1 1,257巨591

42 453,2211455 208 159 1,5251・ ・357

43 533,68・1536} 247118gi 1,7281・,937
44 629,972 633 316 2411 ・,1851・,243
45 732・372i736 398 304 ・,66・ レ ・・。

46 814,464 818 432i33・ ・,8581・,166

47 955,644196。1 49913811 ・,・・41・,44・
48 ll,177,21511,1831604 4611 ・ ・13111・466
ラジオ収入,テ レビ収入は,日 本民間放送連盟資料による。
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レ ビ 収 入 の 推 移

(単位:億 円)

ラジオ収入 ・テレビ収入合計

金 額(D) 指 数

B/A C/A D/A

166 100 O.13% …4%1 0.17%

2251 13司 ・・141 0.06 0,20

277 1671 Oj3 ・・1・1 0.24

425 256 0.12 0.19 0.31

5761 347 0.10 ・・2司 O.36

75gl 4571 0.09 ・…1 0.38

8571 516i …71 0.32 0.40

1,・5引 638 0.06 ・・3司 0.41

1,202 7241 …51 ・・35} O.41

i,232 742 。・・51 0.33 0.38

1,42・1 860 …引 ・・33【 O.37

1,・331 1,044 0.05 ・・3引 O.38

1,9751 1,190 …51 0.32 0.37

・,・・一 1,・・71 …51 0.35 0.40

・,・5司 1,842 0.05 0.36 0.42

3,290 1,9821 0.05 0.35 0.40

3,803 ・,2911 O.05 0.35 0.40

4,617 2,781 O.05 O.34 0.39
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第2-5-25表 民 間放送の収支状況

(単位:百 万円)

区 別

筑 潟3放 選}兼営社
VHFテ レビ兼営社(34社)

UHFテ レビ兼営社(2社)

テレビジョン放送単営社

VHFテ レビ単営社(14社)

UHFテ レビ単営社(37社)

難欝 嚢}轍
標準放送単営社(12社)

短 波放送単営社(1社)

超短波放送単営社(4社)

営 業
収 入

198,543

195,300

3,243

239,290

189,728

49,562

28,809

24,190

1,265

3,354

営業外
収 入

6,983

6,909

74

4,169

3,495

674

1,224

984

204

36

十言ロ

205,526

202,209

3,317

243,459

193,223

50,236

30,033

25,174

1,469

3,390

営 業費
用

170,537

i67,688

2,849

207,313

166,838

40,475

25,252

21,491

1,172

2,589

営業外費 用

6,896

6,698

198

9,594

6,188

3,406

1,045

937

69

39

計

177,433

174,386

3,047

利益

28,093

27,823

27(》

216,907

173,026

43,881

26,297

22,428

1,241

2,628

26,552

20,197

6,355

3,736

2,746

228

762

合 計(104社)
1466,642!・376479,・1811・ ・3,1・217,53542・,6371158,381

(注)1.本 表 は,各 毘 間放 送 の49年5月 を 最終 とす る最 近1か 年 間 の 収 支 決算

報告 書 に よ り集 計 した も の で あ る。

2.フ ァー ・イ ー ス ト ・ブ ロー ドキ ャス テ ィ ン グ ーカ ンパ ニ ー 及 び(株)テ

レ ビ和 歌 山 を除 く。

第3節 有 線 放 送

1有 線 ラジオ放送

48年度末における有線ラジオ放送施設は7,531施 設であって,前 年度末に

比べ111施 設の減となっている。

有線 ラジオ放送は,ラ ジオの共同受信から始まったものであるが,48年 度

末現在,ラ ジオの共同受信のみを 目的としたものはわずか3施 設にすぎず,

その多くは,農山漁村において地域の情報や農事関係のニュースを流すもの,

あるいはこれ らの業務とラジオの共同受信を併せて行っているもの,街 頭に

おいて宣伝広告を行うもの及び都市において飲食店等に音楽を送るもの,で
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ある。

農山漁村において地域の情報や農事関係の二凶一スを流 している有線ラジ

ナ放送,あ るいはこれらの業務とラジオの共同受信を併せて行っている有線

ラジオ放送には,こ のような業務のみを行っているものと,更 にこのような

業務のほか電話業務をも行う有線放送電話とがある。48年 度末現在,前 者は

3,998施 設であって前年度末に比べ58施 設の増,後 者は1,556施 設であって前

年度末に比べ169施 設の減となっている。

街頭放送を行っているものは,48年 度末現在1,510施 設であり,前 年度末

に比べ8施 設の増となっている。

都市において飲食店等に音楽を流すものは有線音楽放送と通称され,48年

度末現在464施 設で,前 年度末に比べ63施 設の増となっている。

有線ラジオ放送の都道府県別施設数は第2-5-26表 のとお りである。

第2-5-26表 都道府県別有線ラジオ放送施設数

(48年 度末現在)

都道府県

北

青

岩

宮

秋

山

福

茨

栃

群

埼

千

束

神

新

富

海

奈

道

森

手

城

田

形

島

城

木

馬

玉

葉

京

川

潟

山

施 設 数

9

6

8

7

4

1

1

7

3

6

1

8

1

5

3

6

5

1

1

8

4

5

8

9

7

0

2

4

9

5

0

8

2

1

1

1

1

1

3

2

1

都道府県

石

福

山

長

岐

静

愛

三

滋

京

大

兵

奈

和

鳥

島

歌

川

井

梨

野

阜

岡

知

重

賀

都

阪

庫

良

山

取

根

施設数

5

8

9

4

5

2

3

8

0

8

8

4

3

7

7

8

8

4

5

2

0

7

5

0

7

7

4

4

0

2

7

7

1

2

1

!

2

3

1

2

1

2

4

都道府県

山

島

口

島

川

媛

知

岡

賀

崎

本

分

崎

島

縄

児

岡

広

山

徳

香

愛

高

福

佐

長

熊

大

宮

鹿

沖

施設数

7

5

7

4

9

8

9

8

5

0

2

4

2

7

9

6

3

6

6

8

2

2

4

0

8

4

6

7

8

3

1

3

1

4

1

2

1

2

3

十
二
=
口

7,531
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2有 線 テ レビジ ョソ放送

有線テレビジョン放送は,昭 和30年 テレビジョン放送の共同受信施設とし

第2-5-27表 都道府県別有線テレビジョン放送施設数

(48年 度末現在)

都道府県 嗣 撮 脚 撮 計 都道府県 嗣 緻 届出撮 計

男

鯉

6。

脚

麗

獅

四

ゆ

悦

聯

囎

留

%

隅

麟

脚

刀

踊

%

固

留

鵬

勿

引

鮒

・。

㎝

麗

魏

四

鴎

魍

困

踊

%

鎗

隔

鵬

酬

銘

團

%

鵬

留

㎜

%

鱒軌。150軋

1
9

一

3

一

9

一

5

一

1

8

2

2

2

3

1

1

6

3

2

一

3

一

3

1

賀

都

阪

庫

良

山

取

根

山

島
口

島

川

媛

知

岡

賀

崎

本

分

崎

島

縄歌児滋京大兵奈和鳥島岡広山徳香愛高福佐長熊大宮鹿沖
14

ー計

鋤

刀

協

乃

腿

肥

聯

…

σ

鵬

日

剛

鮒

鵬

…

お

η

㎜

卯

㎜

訓

脳

随

協

刎

刀

旧

拠

胆

聴

鵬

四

妬

鵬

弱

%

堀

%

恥

25

η

恥

88

"

籾

卿

圖

囎

12

一

1

1

一

一

ー

1

2

2

2

3

7

7

一

一

一

[

9

3

2

27

9

5

道

森

手

城

田

形

島

城

木

馬

玉

葉

京

川

潟

山

川

井

梨

野

阜

岡

知

重海奈北青岩宮秋山福茨栃群埼千束神新富石福山長岐静愛三
(注)1.「 許可施設」欄の数は,引 込端子の数が501以 上のもので,有 線テレ

ビジョン放送法第3条 の規定により施設の設置が許可された施設数及び

同法附則第2項 の規定により,有 線テ レビジョン放送施設者とみなされ

た数を示す。

2,「 届出施設」欄の数は,引 込端子の数が51以 上500ま で のもの,及 び

引込端子の数が50以 下のもので同時再送信のみを行 うものを除き,有 線

電気通信法及び有線テレビジョン放送法により,施 設の設置及び業務の

開始の届出を した数を示す。
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て群馬県伊香保温泉に初めて設置され,以 後急速に普及 し今日に至っている

が,48年1月1日 から有線テ レビジョン放送法が施行されたことにより,引

込端子数501以 上を有する有線テレビジョン放送施設の設置については郵政

大臣の許可を必要とすることとなっている。

また,施 設の規模が引込端子数51以 上で500以 下の施設及び50以 下の施設

で自主放送を行 うものは届出制となっている。

48年度末現在の有線テ レビジョン放送施設の都道府県別施設数は第2-5

-27表 のとお りである。

有線テレビジコン放送の受信者は,業 務の開始の届出を要しないこととな

っている施設(引 込端子数50以 下でテレビジョン放送の同時再送信のみを行

うもの)の 受信者を含めて48年度末現在で約117万 と推定される。

(1)届 出 施 設

48年度末現在の届出に係る有線テ レビジョン放送施設は6,500施 設であっ

て前年度末に比べ941施 設(16.4%)の 増となっている。

届出施設における有線テレビジョン放送の運営主体は,そ のほとんどがそ

の有線テレビジョン放送の受信者によって構成された法人格のない社団であ

る。これらの社団のうち41.6%に 当たる2,707施 設は,NHKと 地元住民団

体が共同で施設を設置運用 している。

届出諸施設における業務としては,テ レビジョン放送の同時再送信が圧倒

的多数を占めており,そ の主な目的 も難視解消を図るための区域内再送信が

大部分である。

料金は,NHK辺 地共同受信施設においては契約料(加 入金)は5,000円

以上1万 円までのものが多いのに対 し,NHK辺 地共同受信施設以外の施設

においては,1万 円以上2万 円まで の もの が多く,ま た,利 用料について

は,両 者 とも100円以下のものが多い。

なお,都 市において高層建築物等によって生じた受信障害を解消するため

ビル建築主等原因者によって設置された,い わゆる補償施設を,任 意団体が

管理運営 しているものにあっては,契 約料は無料,利 用料は月額50円 あるい
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は100円程度としているものが多い。

(2)許 可 施 設

許可施設(施 設の規模が引込端子数501以 上であって,そ の施設の設置に

ついて,郵 政大臣の許可を受けた施設及び有線テレビジョソ放送法附則第2

項の規定により許可を受けたものとみ な され た施設)は,48年 度末現在で

149施設であるが,そ の運営主体,施 設の規模等は次のとお りである。

ア.運 営主体

運営主体別の施設数及びその施設の規模の状況は第2-5-28表 のとおり

であり,運 営主体別にみれば,任 意団体によるものが99施 設であって,許 可

施設総数の66.4%を 占め,次 いで,営 利法人,農 協等協同組合,地 方公共団

体の1頂となっている。

また,施 設の規模別では,営 利法人によって運営 されるものに大規模なも

のが見受けられ,最 大のものは引込端子数1万2,552と なっている。

第2-5-28表 運 営主体別有線テレビジ ョン放送施設数

(48年 度末現在)

運 営 主 体

施設の規模(引 込端子の数)

1,000

以 下

1,001

～3,000

3,0015,001

～5,000～1万

1万1

以上

十
二
=
ロ 構成比

営 利 法 刈 ・レ 司 ・ 1 1 27118・1%

任 意 団 体1741251-1 99166・ ・

地方公姻 倒 ・ ・1一 ・1・ ・7

公 益 法 刈 ■ ・1一 ・1・ ・7

特 殊 法 人111■-1-1■11・ ・7

農脇 協同組司 ・1-■ ■ ・1…

そ の 他i・1・1■11-1・}・ ・。

計
19-・ ・ 【 ・1・ilレ491。 ・.・

(注)運 営主体別の 「その他」は,個 人及び2以 上の者が共同で設置 しているも

の等である。
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イ.業 務

許可施設 におけ る業務は,第2-5-29表 の とお りであ り,届 出施 設の場

合と同様,そ のほ とん どが テ レビジ ョン放送 の再送信を行 うものであ り,再

送信に併せて 自主放送 を行 うものは16施 設,自 主放送 のみを行 うものは1施

設となってい る。

第2-5-29表 業務別有線テレビジョン放送施設数

(48年度末現在)

区 別 再 送 信

施 設 数

構 成 比(%)

132

88.6

再 送 信 ・
自主 放 送

16

10.7

自主放 送

1

O。7

計

149

100.0

次 いで,テ レビジョン放送の再 送信を行 うものについて,そ の主 な 目的別

にみると第2-5-30表 の とお りであ って,難 視解 消を 目的 とす るものは,

地 域差解消を併せて 目的と してい るものを含めて113施 設 であ り,許 可施設

においても難視解消を 目的 としているものが多い。 また地 域差解消 を 目的 と

第2-5-30表 再送信業務の主な目的別施設数

(48年度末現在)

区 別

施 設 数

構 成 比(%)

難 視 解 消

89

60.6

難視解消 ・
地域差解消

24

16.3

地域差解消

34

23.1

計

147

100.O

(注)1.難 視解消を目的とするものとは,当 該有線テレビジョン放送施設のあ

る地域を放送区域 とするテレビジョン放送が,山 や建物などによって受

信が困難となるため,有 線テレビジョン放送により再送信するものをい

い,い わゆる区域内再送信である。

2,地 域差解消を目的とするものとは,地 元のチャンネルが少ないため,

当該有線テレビジョン放送施設のある区域を放送区域としない遠方のテ

レビジョソ放送事業者の放送番組を受信し,再 送信するものをいい,い

わゆる区域外再送信である。
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するものは,難 視解消を併せて目的としているものを含めて58施設あるが,

営利法人等による大規模施設でのテ レビジョン放送の再送信は,主 として地

域差解消を目的としているものである。

なお,再 送信を行っているが,難 視解消あるいは地域差解消のいずれをも

目的とするものでなく,大 規模な高層分譲マ ンションにおいて,建 物の美観

及び管理上の要請に基づいて有線テレビジョン放送施設を設置 したものが1

施設ある。

ウ.料 金

料金は,運 営主体,設 置 目的,施 設の規模の大小によって異なる傾向を示

しているが,契 約料については1万 円以上2万 円までのものが最も多く,次

いで2万 円以上3万 円までのものとなっており,ま た利用料については100

円以上200円 までのものが最も多 く,次 いで300円 以上500円 までのものとな

っている。

なお,料 金額の傾向としては,営 利企業的に地域差解消のための再送信を

行う施設に比較的高額のものがみられる。

これに対 し,都 市におけるいわゆる補償施設にあっては,契 約料,利 用料

とも無料としているものがあるが,お おむね契約料は無料,利 用料について

は月額50円 から200円を徴しているのが一般的である。

エ.自 主放送

自主放送は,自 ら制作 した番組などを有線放送するもので,48年 度末現在

17施設において行われている。なお,これら17施設のうち16施設においては,

自主放送を再送信と併せて行っているもの で あ る。自主放送の番組の内容

は,地 元公共団体や農業協同組合からのお知 らせ,地 域のニュースなどが各

施設に共通してみ られる。なお,自 主放送について特別の料金を受信者から

徴するものは見受けられず,広 告料あるいは自主放送に併せて行 う再送信業

務による収入により賄われている。


